
 

 

研修テキスト 

在留資格申請実務

ガイダンス 
・在留期間更新許可申請 

 
 

 
 

神奈川県行政書士会 
 



目 次 

ページ 

第１章 在留期間更新許可申請

第 1節 在留期間更新許可申請とは  1 

① 在留期間更新許可申請の流れ 1 

② 在留期間更新許可申請の許可要件 1 

③ 在留期間更新許可申請における注意点  2 

第 2節 在留期間更新許可申請書の書き方  2 

① 技術・人文知識・国際業務（高度専門職 1号ロ含む）  3 

② 企業内転勤（高度専門職 1号ロ含む）  6 

③ 経営・管理（高度専門職 1号ハ含む） 7 

④ 家族滞在  8 

⑤ 日本人の配偶者等・永住者の配偶者等 9 

⑥ 定住者 10 

第２章 その他情報 

第１節 在留期間更新許可申請書  11 

第 2節 報酬統計表  17 

第 3節 業務の委託契約書に記載する事項  17 

（本テキストは、2022.01.01現在の法令に基づいて作成している。） 



1 
 

第１章 在留期間更新許可申請 
第１節 在留期間更新許可申請とは 

「在留期間更新許可申請」（本申請）は在留資格を有して在留している外国人が、あらかじめ付

与された在留期間を超えて在留する目的を有する場合、当該の在留の継続を認めてもらうために、

その在留資格を変えることなく、改めて在留期間を更新する申請をいう。 

①在留期間更新許可申請の流れ 

(1）在留資格に応じた申請書の入手 

http://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-3-1.html 

(2)在留資格における日本での活動内容に応じた資料の準備 

http://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/shin_zairyu_koshin10_01.html 

(3)管轄の出入国在留管理局の窓口で申請 

   申請は、日本に居住する申請人の住所（在留カードに記載されている住所）を管轄する地

方管理局、支局、出張所で行う。 ※オンライン申請も可能となっている 

※申請の受付窓口（総合窓口、専門窓口）や提出方法（整理番号の発行の有無）について

は、各管理局、支局、出張所で異なるため、あらかじめ確認しておくことが望ましい。 

※申請人が住所移転する場合は、移転の前後で管轄が異なる可能性が生じるため、移転の

時期については申請の手間も考慮して検討することが望ましい。 

申請書類に不備がなければ申請が受理され、申請が受理された日付や申請番号が付与され

た申請受付票が渡される。 

   ※申請番号は、申請後に出入国在留管理局との連絡に利用するため、受付票は保管してお

く。 

 ※申請の際、不足書類が生じた場合でも、窓口で後述の「資料提出通知書」が発行される

ことで、必要とされる書類を当該通知書記載の期日までに提出することをもって受理され

ることもある。 

  (4)審査期間は、概ね２０日～４０日（早い場合は１５日以内、長い場合、６０日を超える事

案もある。）※公式には標準処理期間は「２週間～１か月」と公表されている 

   審査の過程で、「資料提出通知書」が送付されることがある。この通知書は、審査の過程

で、申請時に提出した資料では足りず、別途資料が必要と出入国在留管理局が判断した際

に追加提出を要請する書面で、必要とされる書類と提出期日（概ね２週間程度）が記され

ている。提出しないことも申請者の任意であるが、この場合、申請時に提出した書類のみ

で交付の可否が判断される。なお、当該資料の準備に時間を要するなど提出期限に間に合

わない場合は、その旨の説明と提出期日の目安を申し出ることで提出期限を延長すること

は可能である。なお、提出期日の目安であるが、審査結果は、在留期間の満了日から２月

を超えない期間で確定されるため、特に在留期間の満了日を過ぎての資料提出については、

この点を考慮に入れておくことがのぞましい。 

  (5)審査結果の通知 

   許可の場合は申請時に申請書類と併せて提出している返信用葉書が、不許可の場合は不許

可の通知とその理由が記載された封書が、返送される。 

   不許可の場合、その理由を出入国在留管理局に出向き確認することができる。 

 

②在留期間更新許可申請の許可要件 

本申請においては、すでに在留許可を有していることから「在留資格該当性」、「上陸基準

適合性」の観点から示される要件に対しては、申請人が最初の許可取得時と同様の就労また

は生活環境においてこれら要件を引き続き満たしている場合は、特段の説明は要しないもの

の、何らかの変更が生じた場合は、当該変更に対しての判断がなされることになる。 

※「在留資格該当性」、「上陸基準適合性」については、「在留資格認定証明書の交付要件」

の項を参照されたい。 

加えて、本申請においては「相当性」の観点からも許可の可否が判断されることになる。 

「相当性」とは、当該申請に際して入管法に規定される「・・・適当と認めるに足りる相当
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の理由・・・」をいい、申請人の日本での在留活動の履歴をいくつかの側面から鑑み、もっ

て理由の適不適が審査される。活動履歴に対する具体的な要件については以下に例示してお

く。 

安定性の側面－知識・スキルの有無、出席・成績の実態、法令遵守 

継続性の側面－事業実績、税金の納付実績 

必要性の側面－雇用先の事業規模、職務内容 

信憑性の側面－提出資料の記載内容の真正 

 

③在留期間更新許可申請における注意点 

在留カードに記された在留期間と満了日を認識しておく。 

在留期間満了日の翌日をもって不法滞在となるため、満了日までに申請を行うことが必須と

なる。在留期間の更新は、在留期間が６月以上の場合、在留期間が満了する概ね３月前から

満了日までの間に申請が可能である。なお、申請に対する審査が在留期間の満了までにされ

ない場合でも、当該申請人は、原則として在留期間の満了後も、審査結果が確定される日ま

たは在留期間の満了日から２月を経過する日のいずれか早い日まで、引き続き当該在留資格

をもって日本に在留できる。 

不許可の場合、その理由を出入国在留管理局に出向き確認することができるが、行政書士単

独では、これは認められず申請人の同行者として出向くことに留意されたい。 

なお、不許可となっても、在留期間満了日までは従前の資格は有効である。また、この時、

申請人の在留期間の満了日をすでに超過している場合は、不許可処分がなされた時点で不法

滞在となるため、当該申請人に対して、不許可処分日以降３０日ないし３１日の在留期間を

もって「出国準備のための特定活動」と称する資格が付与されるのが通常である。 

不許可時、在留期間が残っている場合、上記の「特定活動資格」をもって新たな在留期間が

付与された場合いずれも、当該在留期間の完了日までの再申請は認められるが、当該の不許

可事由について明快な解消がなされない限り申請結果が同様であることは言うまでもない。 

 

第２節 在留期間更新許可申請書の書き方 

在留期間の更新に際しては、法務省より「在留資格の変更，在留期間の更新許可のガイドラ

イン」が発行されており、許可の可否の判断は、つぎの観点から行なうとされている。 

１ 行おうとする活動が申請に係る入管法別表に掲げる在留資格に該当すること 

２ 法務省令で定める上陸許可基準等に適合していること 

３ 現に有する在留資格に応じた活動を行っていたこと 

４ 素行が不良でないこと 

５ 独立の生計を営むに足りる資産または技能を有すること 

６ 雇用・労働条件が適正であること 

７ 納税義務を履行していること 

８ 入管法に定める届出等の義務を履行していること 

よって、本稿においてもこれを考慮して、以下各在留資格の更新についての解説をすすめ

ていく。 

なお、ガイドラインの本文については、以下の URL を参照されたい。 

在留資格の変更，在留期間の更新許可のガイドライン 

http://www.moj.go.jp/isa/content/930004753.pdf 

 

また、在留期間更新許可申請において、申請書と併せて提出を求められる資料については

上述した日本での活動内容に応じた資料【在留期間更新許可申請】の URL を参照されたい。 

 

①技術・人文知識・国際業務（高度専門職 1 号ロ含む） 

「技術・人文知識・国際業務」（本在留資格）の申請人は、企業等受入機関との契約に基づ

き従業員として就労する外国人が一般的であり、本在留資格取得時において、申請人と受入
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機関双方において活動に関する資格の該当性や基準に対する適合性が備わっていることは論

を待たない。しかしながら在留を通じてその間の活動状況やそれを取り巻く環境には何らか

の変化が生じているのが通常である。そこで、本申請にあたっては資格取得時との申請時の

状況の変化に注意すべきといえよう。 

○資格の該当性について 

この観点においては、本在留資格が３つの分野に分かれておりそれぞれの分野に該当性があ

ることに留意しなければならない。特に、総合職を重視してきた日本の企業の雇用形態は、

部署の異動により職務・職種が変わることも少なくない。よってこうした職務・職種の変更

が分野を超えた変更を伴うかについて検証が必要である。参考まで、各分野に該当する代表

的な職務・職種としては、つぎのようなものがあげられる。 

【技術分野】 

・IT 分野の設計、開発、保守に携わる技術者 

・電気、機械分野の製品設計、開発、製造、保守に携わる技術者 

・建築・土木分野の設計・開発に携わる技術者 

・化学分野に携わる研究者、技術者 

・農業分野に携わる研究者、技術者 

・各種プラントシステムなどの設計、開発、運用・保守に携わる技術者 

【人文知識分野】 

・営業 

・経理、人事、総務、法務 

・企画・マーケティング 

・広報・宣伝 

【国際業務分野】 

・翻訳・通訳 

・語学指導（一般の企業や団体が営む語学学校など） 

・貿易業務、海外業務、渉外業務 

・デザイナー 

・企画・マーケティング（海外市場） 

・広報・宣伝（海外市場） 

※例示であり、上記職務だけに限定されるものではない。 

たとえば、技術者が技術営業、製品マーケティング、知的財産管理、Web 等デジタルコンテン

ツ制作等の職務に従事している場合、営業職員が国内営業から海外営業への配置転換になっ

た場合、翻訳・通訳者が製品のローカライズ（母国語化または日本語化）を担当しているよ

うな場合などは、分野が異なっても該当性を疑問視される可能性は低いが、研究者が経理部

門に配属される、デザイナーが語学指導を行うなど明らかに専門性が異なると思われる変更

については、分野内であっても、本来の専門性と関連する相応の説明がないと許可を得るこ

とは難しくなろう。特に「専門士」の場合は、大学等の卒業者と比べて修了した専門内容に

対する適応範囲が狭いため職務変更が生じていた場合はより注意を要する。 

もちろん変化のめまぐるしい昨今の経済環境のなか、企業も多様な分野に事業展開している

ことから、その職務内容も複雑多岐にわたっていることも少なくない。従って、申請人の職

務内容に変更が生じていた場合には、当該在留資格を取得した際の学歴に伴う成績証明書等

履修内容がわかる資料を確認し、職務内容との関連性について考察する必要がある。なお、

申請人によっては、母国の大学等を卒業した後、来日後、改めて専門性の異なる日本の大学

や専修学校等を卒業した者もいる。この場合は、すべての学歴における履修内容が該当する

ため基準に適合するすべての学歴に伴う書類を確認することが望ましい。 

 

なお、上記以外には、よく派遣業務に散見するが、派遣事業を行う企業を通して、派遣先企

業で従事した業務が本在留資格に該当しないという理由で更新が不許可になるという事象が

見受けられる。具体的な例としては、飲食・宿泊業務における接客、小売り業務における店

舗販売、工場内作業、建築・土木の現場作業などである。 
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このうち、学歴と語学力においてつぎの要件 

学歴要件： 

・日本の４年制大学の卒業または大学院を修了している 

語学（日本語）要件： 

・日本語能力試験Ｎ１またはＢＪＴビジネス日本語能力テストで４８０点以上を有している 

または 

・大学または大学院（国を問わない）において日本語を専攻し卒業または修了している 

を満たしている申請人については、令和２年２月より施行された「４６号特定活動」をもっ

て接客業務に従事できるようになったため、受入れ機関で引き続き就労する場合、本在留資

格をもって更新が難しい場合は当該資格に変更するという選択肢もある。当該在留資格に該

当する要件及び活動内容の詳細については、下記を参照されたい。 

「留学生の就職支援に係る「特定活動」（本邦大学卒業者）についてのガイドライン」 

http://www.moj.go.jp/isa/content/930005094.pdf 

 

また、「４６号特定活動」と同様に、その他単純労働として本在留資格に該当しないと判断

される業務においても、内容によっては、平成３１年４月より施行された「特定技能」に該

当する業務もあり、この場合も当該資格へ変更する選択肢があることを考慮されたい。 

 

その他社会情勢の変遷から該当性の判断に変更が加わる可能性もある。一例を示すと自動車

整備業務については、日本の専修学校にて専門課程を履修した後、３級自動車整備士の資格

を取得することで、従来は、本在留資格に該当するものとして就労が認められていた。しか

し、上記「特定技能」が、３級自動車整備士レベルを想定していることを鑑みると、今後、

この整備士資格で行う当該整備業務については本在留資格に該当しないと判断される可能性

が強く、よって本在留資格での更新も難しくなる可能性があることを付しておく。※整備主

任者や自動車検査員の資格取得を目指すなど、キャリアプランの提示で許可が受けられる場

合もある。 

 

また、副業、兼業については、当該の活動が本在留資格に該当していれば審査に関しては特

段問題にはならない。 

 

本申請において、在留資格の該当性に疑義が生じた場合は、上述した「資料提出通知書」を

もって、相当の説明を求められることが通常であるが、場合によっては、受入れ機関、申請

人それぞれに電話をもって個別にヒアリングがなされることもある。 

 

○基準の適合性について 

この観点において注意すべきは、報酬額であろう。実務上散見するのは、母国の親族を国外

居住親族として被扶養者に加えている事象である。この場合、送金を行った上での可処分所

得が、申請人の生活基盤を維持できないと判断された場合、許可を得ることは難しくなろう。 

また、転職等で、契約の相手方たる受入機関に変更が生じた場合にも、当該受入機関の事業

規模から従前の在籍していた受入機関と比して報酬が下がる場合がある。もちろん報酬が下

がっても、当該の受入機関における日本人職員と比して同等以上の額を得ていれば、それの

みで不許可になることはない。ただし、減少額によっては、後述する相当性の観点から受入

機関の安定性・継続性に対する判断の結果、従来有していた在留期間の維持どころか短縮す

る可能性もあるため、申請人にも注意を促しておくことが望ましい。 

なお、報酬を証する書類については、申請人の居住地を管轄する市区町村が発行する申請の

直前年度の総所得および納税状況が記載された課税（非課税）証明書及び納税証明書を提出

するのが通常であるが、これらの証明書は当該年度の1月 1日に当該市区町村に住民登録され

た住民を対象としているため、在留期間1年をもって上陸した外国人が本申請を行う際は当該

証明書の入手ができないのが通常である。この場合においては、上陸した年度の報酬につい

て受入機関の発行する源泉徴収票または支払調書の写しで事足りるとされている。 
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他方、２０２０年初頭より全世界に猛威を振るっている新型コロナ感染症による影響は、勤

労者に対する報酬はもちろんのこと雇用機会の継続・確保にも大きな影響を及ぼしており、

本在留資格を有する外国人も同様である。こうした申請者や受入機関の責に帰さない就労環

境の悪化については、一定の配慮をもっての審査が行われていることは推察できるものの、

申請人がその対象者である事実を出入国在留管理局は知り得ない。よって不測の事態による

影響を被った場合においても、申請時において、たとえば休業中である等その旨の説明とそ

れを証する書類を付け加えておくことを実務上推奨する。 

 

○相当性について 

この観点においては、在留歴を判断することになるが、後述する受入機関の環境の変化に起

因する要素を除けば申請人本人の素行にかかわる変化に伴う在留歴が対象となる。素行の善

良性については、上述したとおりであるが、退去強制事由に準ずるような刑罰に処せられる

ような行為はもちろんであるが、本在留資格（分野外も含む）に該当しない活動を長期にわ

たり行っていた場合でも、その内容が出入国管理行政上看過することのできない行為であっ

た場合は素行不良として扱われることがある。たとえば社会的な問題にもなった成田空港に

おける「中国人による送迎・ガイド」のあっせん業等は適例といえよう。こうした例は、刑

に至らなくても出入国在留管理局が悪質と判断した場合、本申請の結果が不許可になるだけ

でなく再申請もかなわず出国準備の「特定活動」への変更を余儀なくされることもあるため

注意をもって臨みたい。 

 

また、税金の納入についても、単なる未納をもって即座に不許可の判断がなされる可能性は

低いが、額が高額であったり、期間が長期にわたったりする場合は相当性を欠くとして不許

可となる可能性があることにも注意されたい。 

 

受入機関の環境の変化については、一つは雇用・労働条件の変化がある。言い換えればその

雇用・労働条件の労働関係法規への適合性を審査の対象としていることであるが、この場合

不適合の責が申請人にないことが通常であるため、この点は勘案して判断されている。 

もう一つは在留期間中の転職等による受入機関の変更であるが、この場合は、更新の申請と

いえどもその審査は新たな在留資格を得るための申請と同等に扱われる。従って、従前の受

入機関における就労活動にかかる在留歴の相当性と新たな受入機関における就労活動にかか

る資格該当性や基準適合性に対する判断をもって本在留資格の更新の可否及び在留期間が判

断されることになることを付しておく。 

なお、在留期間中に転職等によって勤務先を変更した申請人については、当該の事由が生じ

た日から１４日以内に所属（契約）機関に関する届出が義務付けられており、その旨の確認

を行うと同時に、未届けの場合は、その対応も行っておくこと、また、申請に際して、所属

（契約）していた機関からの退職または契約が終了した旨の証明書の提出を出入国在留管理

局から求められるのが通常であることから、これを入手しておくことを実務上推奨する。 

 

高度専門職による申請 

高度専門職1号ロについては、年数の経過に従いポイント評価において、項目区分の異動が生

じる。この区分の異動は、具体的には、職歴項目のポイント加算と年齢項目のポイント減算

のトレードオフに加え、年齢の変化は相対した年収区分の配点にも影響する。加えて年収は、

年齢に応じポイントが付与されるしきい値も設定されている。従って当該在留資格はポイン

トの維持が更新の可否を左右するためこの３項目におけるポイントの変化に注意をはらうこ

とが必要である。なお、年収については、本申請時直前の価額ではなく更新後の見込み年収

をもって審査がなされるため提出する証明書類には注意が必要である。 

当該在留資格者のポイントが維持できない場合、当然に更新は許可されないが、本在留資格

への在留資格変更申請をもって許可を得ることできれば在留を継続することは可能である。 
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また、転職等による受入機関の異動が生じた場合、当該在留資格者においては、事象の発生

（転職等）後速やかに、本申請ではなく、新たな受入機関との契約をもって当該在留資格へ

の在留資格変更申請を改めて行う必要があることに留意されたい。 

 

②企業内転勤（高度専門職 1 号ロ含む） 

企業内転勤（本在留資格）は、「技術・人文知識・国際業務」に該当する活動に伴う在留を、

一定の条件を満たした系列企業や関連企業における一定期間以上継続性をもった勤務実績を

もって許可される在留資格であることから、本申請にかかる申請人、受入機関双方に対する

資格該当性や基準適合性あるいは在留歴に伴う相当性については、前述の「技術・人文知

識・国際業務」と同等であるので、そちらを参照されたい。 

 

なお、本申請において本在留資格と前述の「技術・人文知識・国際業務」の違いとして、受

入機関との労働契約の形態が、「期間を定めて」という規定に基づき、有期雇用の形態とな

っている点があげられる。たとえば、本申請時に労働契約期間が満了していた場合には、在

留を継続する相当な理由がないとして不許可になる可能性を認識しておくことが必要であろ

う。もっとも、本在留資格において本申請を継続して行うことへの制限はないので、当初の

労働契約期間を超えて在留を継続する場合には、実務的には、本申請時に、系列企業ないし

関連企業間において権限ある機関が発行する出向ないし転勤辞令書等、当該受入機関におい

て継続して勤務を行う必要性を示す書類をもって在留を継続する期間と相当な理由を説明し

ているのが通常である。また、その際の期間も、少なくとも1年以上の期間が確保されている

ことが望ましい。 

 

その他の違いとしては、一定の条件を満たした系列企業や関連企業からの異動が基準要件と

なるため、退職はもちろん転職等に伴う当該系列企業または関連企業以外の受入機関へ異動

した場合は、本申請はできない。この場合、申請人が「技術・人文知識・国際業務」の基準

要件たる学歴や実務経験を有している場合は、新たな受入機関をもって同在留資格への変更

申請を行い、許可を得ることで在留を継続することができる。 

 

高度専門職による本申請 

本在留資格に基づく「高度専門職1号ロ」については、「技術・人文知識・国際業務」と同様

であるため同在留資格における高度専門職に関する解説を参照されたい。 

 

③経営・管理（高度専門職 1 号ハ含む） 

「経営・管理」（本在留資格）において、「経営を行う」申請人の活動を通して確実に生じ

る変化は、いうまでもなく事業運営の状況である。本申請の審査では、とくに、事業の安定

性や継続性が重視されていることから、少なくとも以下の項目については実態を把握してお

く必要性がある。 

・売上の有無（増減） 

・債務超過の有無（純資産の増減） 

・法人税、法人事業税、法人住民税、源泉徴収税、消費税等の納税状況（事業者） 

・所得税、住民税等の納税状況（申請者個人） 

上記中、財務状況については、単年度の決算状況をもって判断されるわけではないため、決

算が赤字であったことをもって本申請が不許可になるということはない。特に初年度の決算

についてはビジネスモデル如何では、赤字になる場合が少なくないことも鑑み、貸借状況等

も含めて総合的に判断がなされているようである。ただし、赤字が認められているわけでは

ないので、赤字決算が生じた場合には、「赤字の理由」を合理的に説明した上で、業績回復

に向け今後1年間において売上高や売上総利益の見通しを具体的に示した事業計画書を提出し

ているのが通常である。なお、赤字により債務超過に陥っただけでなく、債務超過により、
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本在留資格の基準要件の一つである５００万円以上の純資産を維持できなくなった場合は、

在留期間の短縮では終わらず許可自体が得られないという結果を招くことになる。この場合

も、事業計画の提出が必要であるが、その内容は売上見込みよりは具体的な債務超過の解消

にかかる計画をもって合理的な説明をすることが重要となる。 

さらに、２期連続して売上総利益が計上されていない場合または２期連続して債務超過の状

態が継続している場合には事業の継続性がないものと判断されることが一般的であり、債務

解消に向けた具体的な第三者割当増資や債務免除等の経営支援策を具体的に示していかない

限り、許可を得ることはかなり難しいのが実状である。 

その意味で、まず直前２年間の財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）をもって財務状況の

確認に努めることが本申請をすすめる上で必要となろう。 

ところで、日本の企業決算においてはしばしば見られることだが、役員報酬を抑えて収支状

況の改善が図られていることがある。しかしながら本在留資格の場合、要件として、日本で

安定的に生活できる基盤が備わっていることが求められており、よって極端に低い報酬は、

生活基盤の安定性を欠くとして不許可事由にあたるとみなされる可能性もあるため、報酬を

減額せざるを得ない場合でも注意が必要である。もっとも、当該申請人自身が当該事業機関

のオーナー経営者であり、かつ日本で安定的な生活を送るに足る収入を他の事業（国内に限

らない）から支弁できる場合においては、この限りではない。もちろん、この場合でも生活

基盤の支弁状況につき説明書類を提出することは必要となる。 

反対に黒字を保った良好な財務上であっても、今後に向けた概ね３年間の事業計画を提出す

ることで、事業のさらなる安定性や持続性を評価された場合は、在留期間の伸長につながる

可能性も少なくない。 

従って、黒字経営の場合でも、事業計画書の策定ないしこれに類する事業内容の説明書の提

出を念頭に入れておくことが望ましい。 

納税状況については、法令の遵守の観点から判断される。この法令遵守については納税状況

の他にも、前述したガイドライン「外国人経営者の在留資格基準の明確化について」で労働

関係法令・社会保険関係法令についての遵守が明示されている。（令和２年６月改訂） 

具体的には、労働保険の適用事業所である場合には、当該保険の適切な加入手続と、適切な

保険料納付が求められ、また、健康保険及び厚生年金保険の適用事業所である場合には、当

該保険の加入手続、雇用する従業員の資格取得手続及び適切な保険料の納付が求められる。

なお、未加入・未手続をもって即座に不許可事由の判断に至ることはないが、これらの法令

に適合していないと認められる場合には「消極的な要素」として評価されるとされている。 

また、本在留資格の申請人によく見られる事象として、業務の都合から長期間にわたり申請

人本人が海外に出国している場合がある。しかしながら、本在留資格の本旨が、日本国内で

「経営を行う」または「管理に従事する」ための資格であることから、長期間の経営者・管

理者不在は、出入国管理局に対して「日本での経営・管理主体の欠如」、また、他の経営

者・管理者が確保されていたとしても、当該申請人の「在留の必要性」について疑義を生じ

させることになり、本申請が不許可になる可能性も少なくない。従って業務の都合といえど

も、数か月間にわたった離日が生じていた場合には、その理由を明らかにした上で、申請時

に合理的な説明書類を提出しておくことが大切であろう。 

その他、会社の業種業態などに変更が生じた場合には、本申請前に、当該の手続きを完了し

ておく必要がある。実務上で多い、具体例としては、 

・（主に法人における）役員、本店所在地、商号、事業目的、資本金等の変更→登記手続き

の完了

・許認可事業の実施→飲食業、古物営業、建設業、運送業、人材派遣業・人材紹介業等、事
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業許認可の取得 

があげられる。 

上記中、本店所在地の変更により事務所を移転した場合は、移転した事業所が「事業所の確

保（存在）」の要件に適合していることが必要である。また、事業目的の変更に伴い、本在

留資格を有する申請人の活動に該当しない業務（接客、現場作業等）が生じる場合は、当該

業務を担当する従業員（アルバイトを含む）の確保を要することは、本申請を行う際でも同

様であるので、この点も注意しておきたい。 

 

本在留資格において「管理に従事する」申請人の場合は、受入機関との労働契約については

上述の「技術・人文知識・国際業務」と活動内容は異なるものの、その関係を含む相当性に

対する審査の考え方は同様と解することができるため、「技術・人文知識・国際業務」の解

説を参照されたい。 

 

高度専門職について 

本在留資格に基づく「高度専門職1号ハ」については、上述、「技術・人文知識・国際業務」

と活動内容は異なるものの、「経営を行う」当該資格の申請と経営する機関、「管理に従事

する」当該資格の申請人と受入機関との関係を含む相当性に対する審査の考え方は同在留資

格のそれと同様と解することができるため、「技術・人文知識・国際業務」における高度専

門職に関する解説を参照されたい。 

 

④家族滞在 

「家族滞在」（本在留資格）の活動をとおして期間の経過から起こりうる変化としては、扶

養者の在留資格、家族関係、扶養関係の変化が考えられる。 

 

扶養者の在留資格の変化については、これが本在留資格に該当する資格間の変更であれば、

本在留資格をもって本申請を行うことになるが、該当資格以外へ変更していた場合は注意を

要する。この変更としては「永住」の在留資格に変更または帰化による日本国籍の取得が一

般的にあげられるが、この場合、本在留資格の該当性を欠くことになるため、被扶養者たる

申請人は本申請の手続きはとれない。従って被扶養者が引き続き在留を継続する場合は、配

偶者は、本在留資格から「永住者の配偶者等」（扶養者が永住者）または「日本人の配偶者

等」（扶養者が帰化者）へ、子（実子）は「定住者」へ在留資格の変更を行うことが必要と

なる。従って、実務上は、扶養者が「永住」への在留資格変更または帰化を希望する際には、

申請を行う前に、家族の在留資格も併せて考慮に入れておくのが通常である。 

 

家族関係の変化としては、配偶者との離婚、養親との縁組解消があげられるが、この場合、

本在留資格の該当性や相当性を欠くことにもなるため、本申請は適用されず、当該の被扶養

者は、当該扶養者以外の扶養者との間で新たに家族関係及び扶養関係を有す以外、本在留資

格での在留を継続することはできない。また、配偶者と離婚した場合には、離婚後 14 日以内

に配偶者に関する届出を地方出入国在留管理局に届出ることが義務付けられている。 

 

扶養関係の変化とは、安定した在留生活を送る上での財産基盤の変化であり、被扶養者を扶

養するに足る生活基盤の維持継続が難しいと入管が判断した場合は、本申請による許可の可

能性は著しく低くなることは想像に難くないが、他方、被扶養者が「資格外活動」で得た収

入が扶養者の収入と比較して同等以上の場合、生活基盤は維持継続できても、扶養に経済的

に依存している状態ではないことから資格該当性を欠くとして、申請が不許可になる可能性

も考慮しておきたい。 

また、この収入が、「資格外活動」で定める労働時間を超えた労働によるものであったこと

が発覚した場合は、収入の額如何にかかわらず素行不良をもって不許可とされている。なお、

素行不良をもって不許可になった場合は、本申請または他の資格への変更（資格該当性や基
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準適合性を有していたとしても）に伴う再申請による在留継続はかなわず、不許可を申し渡

された時点で「出国準備のための特定活動」への資格変更がなされるとともに、出国を示唆

されるのが通常である。ただし、この場合、一旦出国した後、改めて在留資格認定証明書の

交付申請をもって在留することは妨げられていない。 

また、被扶養者が就労するなど経済的に独立できる状態になった場合も当然、本申請による

在留期間の継続はなされない。この場合は、職務内容に該当する在留資格をもって在留資格

変更を行うことになるが、子の場合、日本の義務教育の大半を修了した後に就労先が決定ま

たは内定している者に対して「定住者」在留資格への変更が許可される可能性もあり、この

点、留意されたい。なお、「日本の義務教育の大半を修了した後に就職する」の意は、少な

くとも小学校４年生から継続して小学校、中学校、高等学校に就学し卒業していることをい

う。また前記学歴に該当しない場合でも、中学３年次1年間在学し、中学校及び高等学校を卒

業している者については、扶養者の身元保証を条件に、「特定活動」在留資格への変更が許

可される可能性もあることも付記しておく。 

 

他方、本在留資格は年齢制限が無いため、成年に達しても申請を継続することは可能である

が、年齢が上がるにつれて許可が得られない傾向にあるため、この場合、収入を得られてい

ない相応の理由を説明書として提出することが必要となろう。 

 

⑤日本人の配偶者等・永住者の配偶者等 

「日本人の配偶者等・永住者の配偶者等」（本在留資格）の活動をとおして期間の経過から

起こりうる変化としては、家族関係、生活環境の変化が考えられる。 

 

家族関係の変化においては、「日本人」、「永住者」（相手方配偶者）との「離別」、「死

別」が考えられる。（実子は、出生時をもって基準に適合するため、死別してもその地位に

影響はない。） 

 

申請人が、相手方配偶者と離別、死別していた場合は、当然、資格該当性を欠くことになり、

本申請においては不許可になる。 

そこで、実務上は、申請人が引き続き在留を希望する場合「定住者」（告示外定住）在留資

格への変更を検討するのが通常である。この変更申請に関しては、在留歴の相当性を考慮し

た上で総合的な判断がなされている。 

なお、検討の参考に、関連する告示外定住の要件を、つぎに掲げておく。 

離別した場合 

・日本において、おおむね３年以上正常な婚姻関係・家庭生活が継続していたこと 

・生計を営むに足りる資産または技能を有すること 

・日常生活に不自由しない程度の日本語の能力を有しており、通常の社会生活を営むことが

困難となるものでないこと 

・公的義務を履行していることまたは履行が見込まれること 

死別した場合 

・相手方配偶者の死亡直前まで、おおむね３年以上正常な婚姻関係・家庭生活が継続してい

たこと 

・生計を営むに足りる資産または技能を有すること 

・日常生活に不自由しない程度の日本語の能力を有しており、通常の社会生活を営むことが

困難となるものでないこと 

・公的義務を履行していることまたは履行が見込まれること 

婚姻関係が事実上破綻した場合 

・３年以上正常な婚姻関係・家庭生活が継続していた後、ＤＶ、ハラスメント等の被害を受

け、今後、正常な婚姻関係・家庭生活を継続することが困難になったこと 

・生計を営むに足りる資産または技能を有すること 
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・公的義務を履行していることまたは履行が見込まれること 

その他、申請人が特別養子で、相手方配偶者等との離縁が成立した場合は、 

・日本において、養親に扶養されていたと認められる者 

・生計を営むに足りる資産または技能を有すること 

 

生活環境の変化については、申請人自身の生活を維持できる収入・財産があれば事足り、支

弁については、申請人自身の収入・財産はもちろんのこと、配偶者たる「日本人」「永住者」

の収入・財産において扶養されていてもよい。（扶養の場合は、「日本人」「永住者」の住

民税の課税（または非課税）証明書及び納税証明書を提出して、その生計・収入を証するこ

とになる。） 

また、本在留資格は家族関係に基づく資格であることから、特に配偶者とは同居しているこ

とが前提とされている。しかし、本在留資格は、在留活動に制限がなく、さらに働き方改革

を推進している昨今の傾向から、今後は、就労の関係で、居住関係も多様化されることも予

想される。こうしたことを鑑み、居住環境に変化を生じていた場合は、別居に対する相当な

理由と家族として生活を一にしている旨を説明した書類を提出することも必要となろう。 

 

⑥定住者 

「定住者」（本在留資格）は、永住者と同様、在留活動上の制約がないため、活動の変化に

対する考慮は不要であるが、身分・地位にかかる基準適合性については、原則、告示要件に

該当していることが引き続き求められている。しかしながら、申請人の年齢あるいは扶養を

受けていること等については、経年による諸事情の変更により、要件に適合しないことが生

じることは十分に予測される。 

しかながら、こうした不適合となる事象の発生をもって、即座に本申請が不許可になること

はないとされている 

 

よって、本申請においては、上記の不適合となる事象が生じることも鑑み、その上で、申請

人が、日本に在留し社会・経済生活を行うに足る財産基盤を備えていることと同時に法令を

遵守して生活をおくってきたこと、すなわち在留期間中の在留生活の安定性を相当の理由と

して示すことが大切となる。その意味から合理的に安定性を説明できる資料と併せて、申請

書類を準備することに注意を傾けることが必要といえよう。 

 

なお、財産基盤や法令遵守については、他の在留資格における該当部分の解説と同様である

ため、そちらを参照いただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 
 

第２章 その他情報 
 第１節 在留期間更新許可申請書 

（技術・人文知識・国際業務、高度専門職 1号イ、ロ、技能、介護など） 
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第２節 報酬統計表 

日本行政書士会連合会 令和 2 年度報酬額統計調査（抜粋） 

 

 
 

第３節 業務の委任契約書に記載する事項 
在留期間更新許可申請業務を受任する際には、委任契約書等を作成し契約を締結することが望ま

しい。委任契約書を作成する際には一般的な委任契約書に記載される内容の他、次の事項に注意

し記載内容を検討するとよいと考える。  

①報酬の支払い時期  

②依頼者が虚偽申告をしないことの誓約  

③万が一虚偽申告があった場合の対応  

④業務の範囲  

⑤申請が不許可、不交付となった場合の対応 

 

以上 
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